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１．問題の所在と研究目的

近年，子どもの体力・運動能力の未発達は低年齢化の

傾向にあり，幼児期からの身体活動の重要性が指摘され

ている。このような背景には，生活環境の変化による運

動遊びの減少とともに，とりわけ，動きのぎこちなさ，

自分の身体をうまくコントロールできないなど，基本的

動作の未習得が問題視されている（中村ら，2011）。運動

発達に関する先行研究（宮丸，2011 ; Hartmann ら，2013）

によると，運動能力は筋力や瞬発力等のエネルギー系と

調整力あるいはコオーディネーション能力の情報系（神

経系）に分けられ，幼児期は神経系の運動能力を身につ

ける敏感期であることが示されている。

これまで我が国では神経系の運動能力として捉えられ

てきた調整力の研究が進められてきたのに対し，ドイツ

ではMeinel の運動学を基盤に，コオーディネーション

能力の理論的，実践的研究が進められてきた（上田，

2008）。コオーディネーション能力は，動作の操作・制御

過程によって規定される能力のことであり，Blume

（1978）によって７つの能力（平衡能力，定位能力，分

化能力，リズム化能力，反応能力，結合能力，変換能力）

を構成要素として構造的に捉えられ，その後競技スポー

ツや学校体育など現場指導において研究が蓄積されてき

た。

このような状況の中で，我が国においても 1980 年及

び 1981 年に萩原・綿引が『Bewegungslehre（動作学）』

（Meinel，1977）を翻訳し，その後綿引（1990）がコオー

ディネーショントレーニングの理論と方法をまとめたこ

とが発端となり，特に 2000 年以降，多くの研究者によっ

てコオーディネーション（あるいはコーディネーショ

ン）
1)
に関する研究が行われるようになった。しかし，

我が国におけるコオーディネーション研究は実践をベー

スにしたものが中心となり，理論的な研究が十分に蓄積

されていないのが現状である。とりわけ幼児を対象とし

たものは極めて少なく，その理論的基礎も示されていな

い。そこで本研究では，調整力研究及びコオーディネー

ション研究の動向や成果を概観した上で，理論に基づい

てコオーディネーション研究を行っている荒木や綿引，

上田の研究をベースに，幼児期におけるコオーディネー

ション能力に関する研究の課題を明らかにすることを目

的とする。
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２．調整力研究の動向と課題

⑴ 調整力の位置づけ

調整力は，猪飼・江橋（1965）が示した「体力の構成」

において行動体力の中の協応性として示された。とりわ

け協応性は神経系の支配するところであると示されてい

る。また，調整力という用語が学校体育において正式に

用いられたのは，1968 年に改訂された小学校学習指導要

領においてである（石河ら，1987）。その中で「体育」の

各学年目標に「各種の運動を適切に行わせることによっ

て，調整力を養う」ことが目標の１つとして挙げられて

いる。さらに 1969 年に出版された小学校指導書体育編

では，調整力を体力の一要素として位置づけ，平衡性，

巧緻性，敏捷性に区分している（図１）。調整力はこの構

造に基づいて研究が進められてきたが，文部省は調整力

という用語を定義づけしないままに用いたため，調整力

の定義は統一されてこなかった（金原，1965，1968 ; 猪

飼ら，1967 ; 高田，1968 ; 石河，1969，1971 ; 猪飼，1972）。

このような中で 1972 年，体育科学センターに調整力

専門委員会が設置され，調整力を解明する試みがなされ

た。体育科学センターは，「調整力とは，心理的要素を含

んだ動きを規定する physical resource である」と定義

した。この定義では「調整力が performance ではなく体

力の一要素であり，調整力の良否は人間の動きに反映さ

れるので，心理的な要素も調整力に含まれること」を示

している（栗本ら，1981）。また石河ら（1987）は調整力

の英訳として「coordination and integration of human

movement」が適当であるとしている。

このように調整力の位置づけや定義についてまとめら

れているが，調整力は平衡性，巧緻性，敏捷性を含む複

雑な神経過程であるという指摘に留まり，調整力の構造

については具体的には述べられていない。

⑵ 調整力を測定するテスト

前述のように，調整力は平衡性，巧緻性，敏捷性を含

む複雑な神経過程であり，感覚器や骨格筋の機能も調整

力に関連するため，単一の測定法で把握することは不可

能である。そこで調整力専門委員会は，調整力の測定方

法を統一するためにテストを作成した。さらに，調整力

を高める運動の効果を明らかにしている。

調整力専門委員会は，実験室で使用するラボラト

リー・テストと現場で集団的に使用するフィールド・テ

ストに大別し，テストを作成した。

ラボラトリー・テストについては，姿勢調整能テスト

（渡部・朝比奈，1974 ; 朝比奈ら，1975），全身選択反応

テスト（藤田ら，1974），緩衝能テスト（末利ら，1975 ;

末利・千駄，1976）の３項目が採用された。しかしこれ

らのテストのうち，姿勢調整能テストは一部の年齢の平

均値と標準偏差しか示されておらず，全身選択反応テス

トは，7∼12歳男女の評価基準しか示されていないこと

から，最も重要な幼児期においてこれらのテストを実施

するのは不適当であることが明らかにされた。また，緩

衝能テストは 4∼14歳男女の平均値と標準偏差が示され

たが，得点化は行われていない。このようにラボラト

リー・テストには，不十分な部分があり，さらに実験室

という非日常な場面設定では幼児本来の能力を発揮する

ことは難しいと考えられる。

フィールド・テストについては，検討の結果，とび越

しくぐり，反復横とび，ジグザグ走，棒反応時の４項目

が採用された（松井ら，1974 ; 渋川・浅見，1974 ; 松井・

勝部，1975 ; 浅見・渋川，1975 ; 小野ら，1975，1976）。

これらは，５歳から 12歳にわたる各年齢においてそれ

ぞれ 10段階の得点基準が男女別に示された。しかし，

その後の検討により 10歳以上はテストのパフォーマン

スが緩和する傾向にあるため，対象者の年齢を４歳から

９歳とした。そして，測定現場では歴年齢よりも学年区

分の方が扱いやすいため，歴年齢と学年区分を併記する

こととした。また，棒反応時テストは実施に時間がかか
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図１ 体力の内容（文部省，1969）



り，結果の妥当性と信頼性に問題があるため削除された。

このように改良を加えた結果，フィールド・テストは最

終的にとび越しくぐり，反復横とび，ジグザグ走の３項

目となり，その後様々な研究者によって実施され，男女

別・年齢別の得点基準及び総合評定が示された（栗本ら，

1981）。

以上より，調整力フィールド・テストは，幼児期から

児童期までの測定と評価が可能であり，加齢に伴う変化

を明らかにすることができる。とりわけ，幼児期に発達

変化の大きい調整力に焦点を当てて検討を行う場合に

は，妥当性及び信頼性が高く，得点基準値が公表されて

いる有用な組テストの１つであると考えられる。しかし

ながら，調整力フィールド・テストは測定項目数が少な

く投動作も含まれていないことから調整力を総合的に捉

えるには不十分であると考えられる。

⑶ 調整力を高める運動の研究成果

前述のように調整力は，フィールド・テストによって

測定が可能になったが，ただ測定するだけでは現状把握

に留まってしまう。そこで，どのような運動をすれば調

整力を高めることができるのかといった運動の効果を検

討した研究も数多く実施され，以下のような結論が得ら

れた。１）調整力は 4∼6歳頃に高めるのが適当である

こと（松井・勝部，1976 ; 波多野ら，1977 ; 浅見ら，1981），

２）調整力を高める効果には，性差が認められないこと

（浅見ら，1984），３）4∼6歳では，持久走よりもいろい

ろな動きを含んだ走運動が適していること（松井・勝部，

1976 ; 石河ら，1977 ; 石河・村岡，1979 ; 渡部ら，1980 ;

浅見ら，1981，1982），４）5，6歳では，動きの多いボー

ル運動が適していること（末利ら，1976，1981 ; 勝部・松

井，1977，1978，1979 ; 藤田ら，1981，1982），５）マッ

ト，跳び箱，鉄棒などを用いた体操は走運動やボール運

動に比べ効果が劣ること（石河ら，1976 ; 末利ら，1976 ;

勝部・松井，1979），６）調整力を高めるには３）及び４）

において示された多様な動きが含まれる運動を少なくと

も週６回で 1∼2ヵ月（合計 25回∼50回）実施する必要

があること（松井・勝部，1976 ; 石河ら，1977 ; 末利ら，

1981浅見ら，1981，1982）などが示された。

このように，調整力を高めるには多様な動きを含んだ

走運動やボール運動が適しているということが明らかに

されてきた。小林（1990）は，幼児期において遊びを中

心としながら，正しい運動指導がなされるべきであると

指摘している。このことからも，調整力フィールド・テ

ストで良い結果を出すための特定の運動指導にならない

ように，子どもたちが日頃行っている遊びの中から，適

切な指導をしていく必要性があることが示唆された。

⑷ 調整力研究の課題

ここまで調整力研究についてまとめてきたが，少なく

とも３つの課題を指摘することができる。

１つ目は，調整力の構造が明らかになっていないこと

である。調整力は平衡性，巧緻性，敏捷性から成り立っ

ているという指摘は前述の通りであるが，現在に至るま

でその能力構造は並列的なもので，それぞれが独立の能

力として捉えられている。つまり，調整力が発達論的視

点からどのように構成されているのか，具体的な構造は

示されていない。

２つ目は，調整力の発達的特性が明らかにされていな

いことである。このことを明らかにするためには，テス

トにより測定，評価をする必要がある。調整力は３項目

から成り立つフィールド・テストによって測定，評価さ

れるが，いずれも動作の素早さの要素を測定している（小

林，1990）。しかし，テストでは動作の素早さだけではな

く，正確性も同時に必要になってくるため，現状のテス

トだけでは，動作を素早く行うことが結果的に調整力の

能力が高いという評価に留まってしまい，調整力の正確

性を生み出している質的な部分が薄れてしまっていると

考えられる。また，幼児期において走運動に加え，ボー

ル運動が調整力を高める運動に適しているという結果が

出ているため，走・跳動作を含んだ身体操作系のテスト

だけではなく，投動作を含んだボールなどをコントロー

ルする用具操作系運動もテスト項目に取り入れていく必

要があるのではないかと考える。

また森下（1976）は，体力テストの多くはある課題に

対して「できるだけたくさん」や「できるだけはやく」

型の指示を与えて運動成果をみるものが多いが，幼児期

にはこのような指示で上限値が得られるのは容易ではな

く，むしろ「この線まで跳んでみなさい」型の指示の方
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が有効であると示している。この指摘は，これまでの運

動能力テストの多くが最大筋力発揮に基づいていること

や，調整力フィールド・テストが上記でいう「できるだ

けはやく」型の傾向があることを示しており，これらの

テストに加え「この線まで跳んでみなさい」型のような

運動課題に対して，自らの身体や用具を精密に操作する

テストの開発が必要であることを示唆している。

３つ目は，調整力を発達させていくための条件が明ら

かにされていないことである。前述のように調整力を高

める運動として，多様な動きを含んだ走運動やボール運

動による効果が認められた。しかし，このような運動に

よって高まったとされる調整力は，フィールド・テスト

によって測定，評価されているため，運動の効果が動作

の素早さに表れるという結果に留まってしまうことにな

る。これでは調整力の発達が素早さの要素だけで捉えら

れ，動作の質の改善という視点から捉えることはできな

い。２つ目の課題と同様に，調整力フィールド・テスト

は現状のものだけでは不十分と考えられるため，今後さ

らにテストの開発が必要になってくるだろう。

３．コオーディネーション研究の成果と課題

ここまで，調整力研究についてまとめてきたように，

調整力は神経系の働きによるものであり，これまで様々

な運動課題やテストによってその働きの測定が試みられ

てきた。しかし，調整力の構造や，それを測定するテス

トについては未だに多くの課題があり，調整力という言

葉だけでは示すことができない能力，つまり，調整力を

さらに構造的に捉えていくことが必要ではないかと考え

られるようになってきた。このような我が国の調整力研

究に対して，ドイツでは情報系（神経系）の運動能力で

あるコオーディネーション能力の概念を用いて研究が進

められてきた。その中でも，ドイツのライプツィヒ学派

を中心としたコオーディネーション研究において蓄積さ

れてきた成果について，まずコオーディネーション能力

が運動能力の中でどのように位置づき，そこからどのよ

うな構造モデルが示されてきたかを整理する。また，我

が国において理論と実践をベースにコオーディネーショ

ン研究を行っている綿引，上田，荒木の研究を整理する。

以上より，コオーディネーション研究の課題を明らかに

する。

⑴ コオーディネーション能力の位置づけ

Zimmermann は『動作学』（1991）の中で，コオーディ

ネーション能力の位置づけについて以下のように示して

いる。

Gundlach（1968）は，運動（身体的）能力をコンディ

ション能力とコオーディネーション能力に分類した（図

２）。コンディション能力は主としてエネルギー過程に，

コオーディネーション能力は情報処理過程（動作の操

作・制御過程）に位置づけられる。これらの能力の間に

ある可動性は，四肢の関節や脊柱の動作や動作行為を大

きな振幅で実施できる能力であり，形態的な要因，コオー

ディネーションという要因，コンディションという要因

に影響され中間的なものとして位置づけられた。

それまでスポーツの中では，熟練性というコオーディ

ネーション能力だけが知られていた。しかし，熟練は，

「運動の課題を素早く目的適合的に解決する能力」とい

う普遍的な定義しかされていない曖昧な概念であったた

め，コオーディネーション能力という特性を十分に捉え

ることはできなかった。毎日の生活やスポーツの中で，

運動行為を習得，改善し，応用するためにコオーディネー

ション能力を高めることが要求され，パフォーマンス前

提であるコオーディネーション能力を区別する必要性が

でてきた。そこでコオーディネーション能力は，「ある

程度固まっていて，いろいろな動作行為をうまくこなせ

るまでに普遍化した，動作活動の操作・制御過程の経過

特性」と定義された。この能力は，他の特性やパフォー
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図２ スポーツパフォーマンスを規定する運動能力

（Gundlach, 1968）



マンスの前提と複雑に絡み合って，運動スキルの習得，

改善，安定化の速さとその質を左右し，また状況や条件

にあったスキルの応用レベルにも影響すると示された。

そして現在ではHartmann が『初歩の動作学―トレー

ニング学』（2013）の中で，コオーディネーション能力の

位置づけを以下のように示している。

これまで運動能力は，コンディション能力とコオー

ディネーション能力に分類されていたが，Hartmann は

運動パフォーマンスの前提として，「主に情報系」と「主

にエネルギー系」に分けられた様々な運動能力が一体と

なってパフォーマンスを構成するという体系で，それぞ

れの運動能力の位置づけを示した（図３）。その中でも

コオーディネーション能力は「主に情報系」に含まれ，

「主に動作を操作・調整するプロセス，つまり，情報系

プロセスによって規定される行為前提」と定義されてい

る。

それは，人間に有するその他の個人特性との関連にお

いて，動作スキルを習得，改善，安定化する速さと質に

現われ，また，特に持久性能力などの利用効率性に現わ

れる前提条件となるとしている。このように運動パ

フォーマンス前提としてのコオーディネーション能力の

位置づけはより詳細に明確になった。また動作は，情報

系とエネルギー系がお互いに作用して一体となって可動

していることが示された。

⑵ コオーディネーション能力の構造

コオーディネーション能力は，Blume（1978）が７つ

の能力（定位能力，結合能力，分化能力，平衡能力，リ

ズム化能力，反応能力，変換能力）を構成要素として構

造化した後，競技スポーツや学校体育の指導を想定した

構造的なモデルが示された（Hirtz，1985 ; Z immer -

mann，1987 ; Hartmann，2013）。以下にその代表的な

構造モデルを示す。

１）Hirtz, P. における構造

Hirtz（1985）は学校体育の中でコオーディネーション

能力を育成するため，育成するべきコオーディネーショ

ン能力として５つの能力（空間定位能力，運動感覚的分

化能力，反応能力，リズム能力，バランス能力）を挙げ

その関連構造についてモデル化した（図４）。これは学

齢期に育成すべき能力を，発達の適時性の研究や指導者

の経験的蓄積から抜き出したもので，その関連構造から

は特に空間定位能力，運動感覚的分化能力の重要性が見

てとれる（上田，2008）。

２）Zimmermann, K. における構造

Zimmermann（1987）は，コオーディネーション能力

間がどのように関係し合っているのかを示した（図５）。

どのような能力でも，１つだけ独立して他のパフォーマ

ンス前提と関係なく働くものではなく，具体的なスポー

ツ活動はいくつもの能力が，互いに特別な仕方で構造的

に関係し合っているコオーディネーション能力によって

影響を受ける。コオーディネーション能力は，ベルン

シュタインの２つのコオーディネイト法という考え方に

基づいて，運動操作能力，運動適応変換能力，運動学習

能力の大きな３つの能力群と関係づけられている。２つ

のコオーディネイト法とは，動作の経過をコンスタント

なものにして，コオーディネーションを安定させる方法
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図３ 運動パフォーマンス前提とその分類（Hartmann,

2013）

図４ 学校スポーツにおける基礎的コオーディネーショ

ン能力の構造（Hirtz, 1985）



と，動作の経過を変化させることによってコオーディ

ネーションを安定させる方法である。この２つの方法は

それぞれ運動操作能力と運動適応変換能力に対応してい

る。それらに自己組織化としての運動学習能力を加えて

体系ができあがっている（綿引，1990）。

運動学習能力とは，７つのコオーディネーション能力

が特別な構造的な関係で結びついている複合的な能力で

ある。この能力には，様々な動作過程を習得するときの

必須条件の１つである一般的な面とともに，種目や種目

群によって違った内部構造となる特殊な面もある。運動

操作能力とは，条件が標準化され，変化のないように整

えられている一部の種目の動作過程において，高度な精

度と定常性が求められたときに優位になる能力である。

この能力では，結合能力と分化能力が優位になる。運動

適応変換能力とは，条件がほとんど標準化されておらず，

状況が絶えず変化する種目の動作行為を連続して適応，

変換させるときに必要となる能力である。この能力で

は，変換能力と反応能力が優位になる。

平衡（バランス）能力とリズム化能力，定位能力は，

運動操作能力と運動適応変換能力の両者に関係してい

る。視覚によって位置や関係，配置を定位する能力，バ

ランスを保持する平衡能力，リズミカルにコオーディネ

イトするリズム化能力は，あらゆるスポーツの基本であ

るということである。そのため，トレーニングにおいて

は定位，平衡，リズム化の３つの能力の形成を常に考え

ておかなければならない（綿引，1990）。７つのコオー

ディネーション能力のレベルが高ければ，より効果のあ

る新しい動作スキルを素早く習得できるようになり（運

動学習能力），状況変化に対して目的的に素早く適応で

きるようになり（運動適応能力），より正確に動作行為を

操作することができる（運動操作能力）。

３）Hartmann, C. における構造

Hartmann（1999）は，コオーディネーション能力形成

における順序性（階層性）を明らかにした（図６）。

このモデルは，指導において７つのコオーディネー

ション能力がどの能力から，どのような順序で育成され

ていくのかを階層的に示している。

まずスポーツ行為を遂行する際，定位能力が要求され

る。これは目の前の状況やシグナルを知覚し，認知する

定位が前提となることからも説明できる。そして時間の

推移からみて必ず内在しているものである。その次に，

応答行為あるいは動作を速く導入し，実施することが必

要とされることから反応能力が要求される。そのとき

に，調和のとれた全身動作の実施が肝要で，高度な連結

（結合）能力が期待される。このようなレベルが様々な

部分身体動作と自由度をコオーディネーションするため

の前提となる。そして分化，リズム化，平衡能力は実施

する運動課題によって優先順位が異なるため並列となっ

ている。７つのコオーディネーション能力の中でも要求

度が最も高く，形成が難しいのが変換能力とされる。絶

え間なく変化する条件や状況に応じて変換する前に，最

初は定位能力と反応能力が繰り返し要求される。つまり

図６のような循環が進行する。この循環がよく機能すれ

ば変換能力がうまく機能する。そして，この循環は平面

的ではなく質的によくなる螺旋状のようなものである。

つまり，変換能力はその他すべての能力が機能して初め

て発達可能となるということである（高橋，2003 ;

Hartmann，2013）。

⑶ 我が国におけるコオーディネーション研究

� 綿引・上田のコオーディネーション研究

我が国におけるコオーディネーション研究は，前述し

たように綿引（1990）がコオーディネーショントレーニ

ングの理論と方法をまとめたことが発端となり，その後

様々な研究が進められてきた。
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図５ コオーディネーション能力の構造（Zimmermann,

1987）



綿引は，ドイツにおけるライプツィヒ学派のトレーニ

ング科学研究に基づいたコオーディネーショントレーニ

ングの研究を整理，翻訳し，その理論や方法，歴史をま

とめている（Meinel，1980，1981 ; Meinel・Schnabel，

1991 ; 綿引，1990，2004，2001∼2008
2)
）。この中では，

Hirtzが示した学齢期（７歳から 16歳）におけるコオー

ディネーション能力の発達特徴やコオーディネーション

能力の測定方法，形成運動についてもまとめられている。

また上田は，綿引らと翻訳に取り組むとともに，ドイ

ツのライプツィヒ学派のコオーディネーション理論に基

づき，学校体育におけるコオーディネーショントレーニ

ングの実践やコオーディネーション能力診断テストを実

施している（上田ら，2004，2006，2014 ; 上田，2012，

2014）。

そして上田ら（2004，2006）は，Hirtz（1985）のコオー

ディネーション能力の構造モデルをベースに，児童期を

対象とした構造の関連モデルを示した（図７）。まず左

右に対置する重要な能力として運動筋肉感覚的分化能力

と空間定位能力を位置づけた。これらはともに運動を実

施する上で大変重要な能力であり，このどちらかが含ま

れていない運動を考えることは難しいとしている。ま

た，間に位置づく反応能力，平衡能力，リズム化能力は，

両側の分化能力，定位能力に関連する形で構成されると

示した。

� 荒木のコオーディネーション研究

荒木（2010）はコオーディネーション理論を概観する

中で，「スポーツ・運動における coordination は，医学の

分野と密接につながりながら，各国で発展し，今日に至っ

ている」としながらも，「コ（オ）ーディネーションと名

乗って，Coordination でなかったり，コ（オ）ーディネー

ションと名乗らないが実は Coordination であったりと

現状は錯綜している」と述べ，コオーディネーション研

究は不明瞭な部分が多く課題は山積みであると指摘して

いる。このような背景には，コオーディネーション能力

は実践的な課題から理論化されてきた面があり，経験則

に大きく左右されてきたことが１つの要因とされている

（荒木，2005a）。

このような中で，荒木は独自のコオーディネーション

ン理論を展開している。荒木（2006，2009b，2013a）は

コオーディネーション能力が形成される原理について，

部分と全体，すなわち「運動の総和性・独立性＝Inde-
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図６ コオーディネーション能力発現の階層性モデル（Hartmann, 1999）

図７ コオーディネーション能力とその関連モデ

ル（上田ら，2004）



pendence」から「運動の全体性＝Wholeness」への発展

であるとし，以下のように説明している。

「総和性とは個々の諸要素が独立的であるのに対し，

全体性は，要素間が密接に関係し合いながら，全体の目

的を達成する方向に再組織化された状態をいう。……

（中略）……コオーディネーション能力はそれ自体，要

素間の統合によって得られる能力であり，これらは個々

の課題として捉えるべきものではない。なぜなら個々の

コオーディネーション能力もまた個別にスポーツ運動能

力に貢献するものではないため，個々を追求するトレー

ニングを行うならば，コオーディネーション理論それ自

体と矛盾するからである」（荒木，2006）。

このような総和性と全体性の関係性において，荒木

（2013a）は各要素の「配列＝ordination」を「共通性・

相互性＝Co-」に導くものが「コオーディネーション＝

Co-ordination」であるとしている。

そして，コオーディネーション能力を「運動や感覚の

様々な能力を合理的に組み合わせて，エネルギー的な要

素も含めた高度な機能を創り上げる能力」（荒木，2008a）

として現象的に解釈している。

また荒木（2006）は，旧東ドイツにおいて成立した７

つのコオーディネーション能力を合理性に満ちたものと

して捉えており，その上で，２つの視点によってこの能

力を捉えていくことが必要であると示している。１つ目

は科学的な知見を基礎とする理論の問題として，２つ目

は指導実践によって得られた経験に基づいた実践の問題

として捉えていくことである。

まず前者の問題について，コオーディネーション能力

は並列されるべき能力ではないとする中で，神経系の発

達や運動制御の観点から把握したものとして，図８のよ

うに階層構造を示している（荒木，2005b，2006，2009b）。

この階層構造の土台には平衡能力が位置づき，さらにコ

オーディネーション能力の中でも最も多くの複雑な能力

が関係する定位能力，分化能力，反応能力，リズム化能

力が次に位置づく。そしてこれらの諸能力がさらに絡み

合う形で，展開される上位の能力が運動変換能力，運動

結合能力であるとしている。さらに図８において，コ

オーディネーション能力を獲得するためのトレーニング

に共通した視点を３つ示している。１つ目の「運動発生」

の問題は，すべての運動は体幹から始まると捉えること

であり，運動においてはまず体幹制御が基本であるとい

う考え方である。２つ目の「感覚運動統合」の問題は，

感覚が運動をつくり，運動が感覚をつくると捉えること

で，運動・動作の改善は感覚刺激を通じて，感覚・知覚・

認知の能力は運動刺激を通じて行うという考え方であ

る。３つ目の「主体と環境」の問題は，環境を介してコ

オーディネーション能力を発達させることを前提とし，

環境からの刺激を利用するという考え方である。

コオーディネーションの視点はこれら３つに限るもの

ではないが，いくつかの視点を持ってトレーニングをプ

ログラム化し，具体的に実践することによってコオー

ディネーショントレーニングは成り立つ。コオーディ

ネーショントレーニングの固有性は，コオーディネー

ション能力と視点の組み合わせ，あるいは能力群の組み

合わせが実践において生かされるときに表れる。

そして後者の問題について，理論的には７つの能力を

個々の能力として捉えることは可能としながらも，運動

実践で展開される能力として捉える場合，各能力は相互
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図８ コオーディネーション能力の理論的な階層構造（荒木，2009b）



に関わり合いながら存在しており，７つの能力は図９の

ように４つの能力群，３つの段階（三層構造）に区分さ

れる（荒木，2005b，2008b，2009b，2013a，2013b）。第

１の段階は「身体運動の基礎となる能力」として平衡能

力を位置づけている。第２の段階は「豊かな運動と多彩

な運動を発揮する能力」として定位分化能力と反応リズ

ム能力を位置づけている。この段階が最もスポーツの

「見た目」に関係してくる能力である。そして第３の段

階は「創造性に満ちた運動を発揮する能力」として運動

結合変換能力を位置づけている。これらの各段階におけ

る能力は，最初は第１から第３へと順に発展していくが，

第３に至った後でも第１の段階から繰り返されたり，第

３から第２へ，第２から第１へと発展したりすることも

あり，複雑な経路を辿り，コオーディネーション能力と

してのまとまりが強くなっていく特徴がある（荒木，

2013b）。

このように，運動はコオーディネーション能力全般に

よる組み合わせによって発揮されるため，何か１つの能

力を向上させるための運動ということではなく，ある能

力の比重が高まる運動としての意味を持つことになる

（荒木，2009b）。

⑷ コオーディネーション研究の課題

以上のようにコオーディネーション研究は，現在に至

るまでドイツのライプツィヒ学派を中心に理論と実践の

双方において蓄積され，我が国においてもその理論に基

づき研究が行われてきた。そして，2003 年から競技ス

ポーツ科学国際集中講座（現在はトレーニング科学国際

集中講座）として，ドイツと我が国の研究交流が積極的

に行われている（高橋，2003）。さらに，コオーディネー

ション能力を測定するテスト（以下コオーディネーショ

ンテスト）については，旧ドイツ民主共和国（旧東ドイ

ツ）で積極的に研究がなされ，その成果が明らかにされ

ている（上田，2014）。とりわけ，Hirtz（1985）や Hirtz

ら（2003a，2003b，2010，2012）は複数のコオーディネー

ションテストを提示している。しかしながら，その他コ

オーディネーションテストが紹介されている先行研究に

おいては，原文を辿ると「部外秘」や「未刊行」という

ものが多く，入手困難な文献も多くあり，テストの作成

過程や測定，評価における詳細な情報は明らかになって

いない。

このように，これまでドイツにおいてコオーディネー

ションテストは蓄積されてきたが，コオーディネーショ

ン能力は，一般的な運動能力と根本的に異なり，その評

価を画一的に設定することが難しいために，その測定・

評価は極めて難しく，問題は山積みであると指摘されて

いる（泉原，2005 ; 荒木，2009a）。

また上田（2008）は，コオーディネーション能力は運

動の形態により様々な形をとり，単一のテストで診断・

評価ができるものではないとし，テスト作成時の注意点

を「スポーツ種目に応じたものを設定すること」，「用具

や装置は簡便にすること」，「テスト課題は被験者のパ

フォーマンスレベルに適したものにすること」と述べて
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図９ 運動実践におけるコオーディネーション能力の構造（荒木，

2013b）



いる。そして，コオーディネーション能力を把握するた

めには，各スポーツ種目，年齢，育成するコオーディネー

ション能力を選択した上で検索できるようなコオーディ

ネーションテストにおけるデータベースの構築が必要で

あるとしている（上田，2012）。そのためには，コオーディ

ネーション能力を測定するためのオリジナルなテストを

多数作成していくことが求められる。

４．幼児期のコオーディネーション研究の動向

と課題

ここまでコオーディネーション研究の成果と課題につ

いて概観してきたが，研究対象は競技スポーツや学校体

育におけるものが中心であった。以下では，幼児を対象

にした近年のコオーディネーション研究の動向と課題に

ついて示していく。

⑴ 幼児期のコオーディネーション研究の動向

幼児を対象にしたコオーディネーション研究の動向に

ついて，２つの特徴を挙げることができるだろう。まず

１つ目の特徴は，研究それ自体が少ないという点である。

また我が国の学術論文においても継続した研究はみられ

ない。２つ目の特徴は，幼児を対象にしたコオーディ

ネーション研究は実践をベースにしたものが多く，理論

的な研究が十分に蓄積されていないという点である。こ

のことに関連して荒木（2005a）は，前述したようにコオー

ディネーション能力に関する研究は実践的な課題から理

論化されてきた背景があると述べており，幼児期におい

てはこの傾向がさらに強く表れているといえるだろう。

とりわけ近年，幼児体育関連の企業においても，幼児期

に獲得させたい運動能力は「コーディネーション能力」

であると提唱し，その能力が高まる運動遊びや用具を

使った「コーディネーション運動」が取り入れられてい

るが，理論に基づく実践は極めて少ない。このように実

践は盛んに行われているが，それに伴う理論の蓄積が不

十分であることが幼児を取り巻くコオーディネーション

研究の現状の問題点であるといえる。

このような現状ではあるが，荒木監修のもと幼稚園や

保育園において，理論に基づいたコオーディネーション

運動の実践を取り入れた取り組みが行われている。とり

わけ NPO法人日本コーディネーショントレーニング協

会（以下 JACOT）及び福岡県嘉麻市で行われている「プ

ロジェクト K
かま

」は数少ない実践例として挙げられる。

JACOT
3)
は，全国の都道府県・市区町村の教育・スポー

ツ振興・青少年育成・保健・福祉に関係する行政や団体

（教育委員会・体育協会・体育指導委員協議会・総合型

SC・NPO法人など）から委託を受け，地元のスポーツ指

導者・教育者へのコオーディネーショントレーニングの

理論と実践を伝えている。そして，幼児から高齢者に至

る各層に適応したプログラムの開発，普及等の事業を柱

として活動している。

また，2012 年６月から現在に至るまで，コオーディ

ネーショントレーニングの実践「プロジェクト K
かま

」が福

岡県の嘉麻市の公立・私立保育園や幼稚園，小学校にお

いて実施され，幼児期からのコオーディネーション能力

の形成を促す取り組みが導入，実施されている。プロ

ジェクト K
かま

の取り組みは，毎月刊行される『広報 嘉

麻』
4)
の中で荒木のコオーディネーション理論（連載）や

活動の経過報告（年数回）として掲載されている。

これらの活動は，幼児を対象とした数少ないコオー

ディネーション研究の貴重な実践例であろう。そして，

これらの取り組みは保育園や幼稚園で継続的に実施され

ており，理論をベースに考案されたコオーディネーショ

ン運動の活動の普及に重点が置かれている。

実際に保育現場からは，「運動だけでなく，何事に対し

ても積極的に取り組み，習得も早くなった」，「自分で考

える力がついた」など，コオーディネーション運動指導

後に子どもたちが運動発達の面だけでなく，認知的な発

達においても成長した姿が見られるようになったと報告

されている。

このような報告は，コオーディネーション運動の普及

活動が子どもたちの発育発達に成果として表れている結

果といえるだろう。しかしながら，このような活動にお

いて実践的な蓄積はされているが，コオーディネーショ

ン研究としての理論の蓄積は十分とは言い難い。今後よ

り高いレベルでの実践に発展していくためにも，コオー

ディネーション能力の形成を促す条件等を明らかにして

いく必要があるだろう。

加納 裕久
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⑵ 幼児期のコオーディネーション能力における定

位能力・分化能力の重要性

これまでのことを踏まえて，調整力に関する運動発達

の研究では，神経系を対象とするコオーディネーション

能力の視点からのアプローチが有効であると考えられ，

その中でもとりわけ，コオーディネーション能力を神経

系の発達の観点から捉えた荒木の構造モデルが幼児期を

研究対象とする上で重要であるといえる。

荒木（2007a）は，新生児が最初に行う動きや身のこな

しは一貫して平衡能力を獲得しようとするものであり，

平衡能力はその後の運動発達においてすべての能力の土

台になると位置づけている。そして次に，周りの状況を

把握することが必要になり，そこから状況を的確に判断

し，それに合致した動きをしようとする。つまり平衡能

力の次に定位能力，分化能力が発達するとしている。こ

れらの能力の中でも，とりわけ定位性の場を把握するも

のや負荷情報に関わるものを先行させて，それに合わせ

て筋出力（分化）をする。子どもの場合は，周りの状況

を把握し分析して捉えるということが優先され，この時

期に生理学や心理学でよく使われる「定位反射」
5)
が多

く起こる。そして定位反射で情報分析をし，それを確か

めるために動きが起きる。このようにして分化能力が発

達していく。分化能力を発揮する動きを考えた場合，例

えば，テーブルに置いてあるコップを掴もうとするとき，

距離感を把握して手を出す。このとき最も適切な筋の空

間的時間的出力に合わせて手を出し，コップを掴む。こ

のように日常生活のあらゆる運動からスポーツに至るま

で定位能力，分化能力は動きの基本になると考えられる

（荒木，2007b）。そして荒木（2014）は，運動実践時に

おける定位分化能力をコオーディネーション能力におけ

る三層構造の第２の段階に位置づけ，人間の行動におけ

る多彩な動き，適応した動き，巧みな動きを発揮する上

で重要な能力であると示している。さらに，定位能力，

分化能力は子どもが運動を実施する上での基盤となって

いると示されている（Hirtz，1985 ; 上田ら，2006）。

定位能力，分化能力が幼児期に重要な位置づけにある

ことは前述した通りである。そこで，ドイツ及び我が国

の中心的なコオーディネーション研究者における定位能

力，分化能力の定義を整理したところ，定位能力は時空

間を正確に把握する能力，分化能力は動作を正確に調整

する能力という共通点が導き出された（Blume，1978 ;

Hirtz，1985 ; Zimmermann，1987 ; 綿引，1990 ; 東根ら，

2002 ; 泉原，2004 ; 荒木，2008b ; Hartmann，2013 ; 上

田，2014）。これらの共通点に基づき定位能力，分化能力

を以下のように定義することが可能だろう。

定位能力：決められた場所や動いている相手・ボールの

状態（位置，方向，距離，速さなど）に対し

て，予測性を伴いながら素早く正確に時空間

を把握する能力。

分化能力：視覚や聴覚の情報から，運動課題に対して自

分の体や用具などを精密に操作することを可

能にする能力。

⑶ 幼児期のコオーディネーション研究の課題

これまでのことを踏まえて，コオーディネーション研

究の対象を幼児期から捉えていくには，競技スポーツや

学校体育における研究とは異なり，運動遊びの視点から

コオーディネーション研究を捉えていく必要があるだろ

う。幼児期は，運動遊びによって多様な動きを獲得し，

その中で運動能力を高めていく（文部科学省，2012）。こ

のことから，運動遊びがコオーディネーション能力を効

果的に高める有力な方法であり，その中でも定位能力，

分化能力が中心的な役割を果たすと考えられる。

しかしながら，我が国において学齢期や成人期を対象

とした定位能力，分化能力の研究はみられるものの（上

田ら，2004，2006 ; Izuhara, 2011 ; JACOT・SSF，2012 ;

荒木，2013c），幼児期を対象にした研究は十分になされ

ていないのが現状である。

以上より，幼児期のコオーディネーション研究におけ

る今後の課題として以下の３点が重要な課題になると考

えられる。

１つ目は，幼児期に重要なコオーディネーション能力

として位置づけられる定位能力，分化能力の発達的特性

を量的及び質的に検討することである。量的な評価方法

としては，コオーディネーションテストの結果によって

評価し，一方質的な評価方法としては，動作様式の変容

過程を観察的に評価していく必要がある。

幼児期におけるコオーディネーション研究の理論的基礎
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２つ目は，発達的特性を検討していくためには，コオー

ディネーションテストの開発を行うことにより分析，評

価していく必要があるということである。コオーディ

ネーションテストについては，Hirtzらの先行研究より

幼児を対象にしたものを中心に検討していく必要があ

る。

３つ目は，定位能力，分化能力の形成を促すコオーディ

ネーション運動（運動遊び）を明らかにすることである。

コオーディネーションテストを運動遊び実施前後に行

い，その結果から定位能力，分化能力がどのように形成

されていくのかを実証的に明らかにしていく必要があ

る。

このように，幼児期から始まっている体力・運動能力

の未発達を改善し，スムーズな動きができるようになる

ためには，コオーディネーション理論から幼児期の発達

を捉えていくことが重要になると考えられる。

注

１）荒木（2009a）によると，運動の技術的，技能的要素に関わる

問題は「コーディネーション」「コーディネイト」と表現され，

体力の概念についてもキュアトンの分類における“Coordina-

tion”を外来語として「コーディネーション」と表現されてい

た。一方，旧東ドイツにおけるマイネルの動作学が日本に紹介

された当時，Koordination は「協応」と訳されていたが，綿引

が後の改訂版で「コオーディネーション」と表記するに至り，

旧東ドイツの独自性が広く認識されるようになったとされてい

る。

２）綿引は月刊 Sportsmedisine（2001-2008）に，「Sports Science

Essay『間』の考察から運動そのものへ―ドイツの運動科学理

論とともに」というタイトルで 69回に及び連載している。

３）特定非営利活動法人日本コーディネーショントレーニング協

会（JACOT）

http://jacot.jp/index.html（最終アクセス 2015 年 11 月 16日）

４）嘉麻市：『広報 嘉麻』

http://www.city.kama.lg.jp/info/prev.asp?fol_id＝4263（最終

アクセス 2015 年 11 月 16日）

５）生活体は，その外部に何らかの刺激が呈示されると，そちら

の方向に注意をむけるような行動をとる。このような反応を定

位反射（orienting reflex）とよぶ。この反射は，個体外部の刺

激の取り込みを促進するという適応的な機能を有している。定

位反射は，ヒトにおいても発達のきわめて早い時期から観察さ

れており，嗅覚，聴覚，視覚など種々の様相において生じるこ

とが示されている（河合，1999）。
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